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佐倉市補助金等交付基準 

 

Ⅰ 趣 旨 

 

佐倉市の行う補助金等の交付について、更に透明性と公平性を高めるとともに、適

正で効果的な施策の展開をはかるため、「佐倉市補助金等の交付に関する規則」（平成

９年佐倉市規則第３９号。以下「補助金等交付規則」という。）に規定するほか、補助

期間や補助率など補助事業の指針として、次のとおり補助金等交付基準を定める。 

 

Ⅱ 定 義 

 

 この基準における「補助金等」とは、公益上必要があると認める場合において、

交付する補助金、助成金、奨励金その他相当の反対給付を受けない給付金で、地

方自治法施行規則別記歳出予算に係る節の区分（第 15 条関係）において 19 節負担

金、補助及び交付金に分類されるもののうち、補助金及び交付金として交付するもの

（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療及び災害共済の給付等を除く。）をいう。 

 

Ⅲ 交付期間 

 

 補助事業の効果や必要性等の見直しを定期的に行う観点から、条例、規則によるも

のを除き、すべての補助金等について次のとおり終期を設定する。 

（１）単年度補助以外の補助金等の交付期間は、３年を期限とする。（※１） 

（２）国・県等の補助に伴う補助金等については、交付期間が３年を経過する日以前

であっても、国・県等の補助が廃止になった場合は、見直しを行うこと。 

（３）目的が達成された事業や自立が認められる団体又は目的が達成できないと認め

られる団体については、交付期間が３年を経過する日以前であっても、補助を

打ち切ること。 

（４）交付期間中の事業計画及び目標を別途明示すること。 

 

（※１）平成２４年度以降に実施する補助事業にあっては、補助金等の交付期間は、平成２７

年３月３１日を期限とすること。 
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Ⅳ 補助対象 

 

 市が交付する補助金等の対象経費は、次のとおりとする。 

 

（１）団 体 

①事業費 
市以外の者が実施する事業に公益性があり、その実

施に金銭的な援助が必要な場合 

②運営費 
団体の存在に公益性があり、団体の設立、運営に当

たり、その運営基盤が弱く金銭的な援助が必要な場合 

（２）個人等 
上記以外の格差是正、個人の経済的負担軽減や一定

の行為への誘導のために金銭的な援助が必要な場合 

 

Ⅴ 交付基準 

１．共通基準 

 補助金は、地方自治法第２３２条の２の規定により、普通地方公共団体は、公益上

必要がある場合に補助を行うことができるとされているが、佐倉市においては、次の

共通基準に当てはまる場合にのみ補助金等を交付するものとし、同一ないし類似目的

の補助金等については、整理・統合を図るものとする。 

 

(１) 

公益性 
・ 

公共性 
 
 

①補助金等の支出が市全体の利益につながり公益上必要であること。 

②事業の目的や内容等が社会経済状況の実情をふまえていること。 

③行政と市民との役割分担において、市の推進すべき事業と認められる
こと。 

(２) 

公平性 

①他の制度・事業・補助金、あるいは補助対象外とのバランス・整合性
を踏まえていること。 

(３) 

効果性 
①市民の福祉の向上や利益の増進に効果が期待できること。 

(４) 

適格性 

 

 

 

①補助金等の支出が規則又は交付要綱に基づいており、法令等に抵触し
ていないこと。 

②団体等の会計処理及び使途が適切であること。 

③補助金等の額は、団体等の決算における繰越金の額と比べて適正であ
ること。 

④補助金等の額は、事業の規模や進捗状況に応じたものであること。 
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２．分類別交付基準 

 原則として、補助金の額及び条件は、次に定めるとおりとする。なお、事業の受益

者（行政等の参加者を含む）に対し、受益に応じた適正な負担を求めていないと認め

る場合は、本来受益者が負担すべき額を減額して補助額を決定するものとする。 

（１）市の基本計画の施策体系に位置づける行政目標を達成するためのもの 

分 類 区 分 交付基準 

①市が依頼する事務処理に対する報償的な財

政支援（交付金） 

・団体（事業費）

・団体（運営費）
・所要額 

②－１ 

市との連携により実施する事業への財政支援

（行政からの働きかけで組織された団体、市域

を包括する組織等に対する補助） 

・団体（事業費） ・補助率２分の１以内（※２） 

・団体（運営費）

・補助率２分の１以内（※２） 

・団体設立後５年を経過して

いないこと。 

②－２ 

分類②－１のうち、施策上、特に必要であるた

め、補助率２分の１を超えて設定するもの、又は

団体設立後５年経過以降も運営費補助を実施

するもの。 

・団体（事業費） ・所要額 

・団体（運営費） ・所要額 

③－１ 

啓発、誘導のための財政支援（制度補助） 

 

 

・団体（事業費）

・個人等   
・補助率２分の１以内（※２） 

・団体（運営費）

・補助率２分の１以内（※２） 

・団体設立後５年を経過して

いないこと。 

③－２ 

分類③－１のうち、施策上、特に必要であるた

め、補助率２分の１を超えて設定するもの、又は

団体設立後５年経過以降も運営費補助を実施

するもの。 

・団体（事業費） ・所要額 

・団体（運営費） ・所要額 

④－１ 

啓発、誘導のための財政支援（特定団体の支

援） 

 

・団体（事業費） ・補助率２分の１以内（※２） 

・団体（運営費）

・補助率２分の１以内（※２） 

・団体設立後５年を経過して

いないこと。 

④－２ 

分類④－１のうち、施策上、特に必要であるた

め、補助率２分の１を超えて設定するもの、又は

団体設立後５年経過以降も運営費補助を実施

するもの。 

・団体（事業費） ・所要額 

・団体（運営費） ・所要額 
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⑤特別な負担を強いられている特定市民への

弁償的な財政支援 
・個人等 ・所要額 

⑥一定水準の市民生活を保障するための財政

支援（扶助費的性格の強いもの） 
 

・所要額 

・所得要件を設けること。 

⑦政務調査費 
・団体（事業費）

・個人等 
・所要額 

 
（※２） １．国又は県の事業として実施されるもので、国又は県それぞれの補助事業の規定を準用した場

合の補助率は、2 分の１を超えて設定することができる。 

    ２．一定の基準により不特定多数に対して少額（概ね 5 万円未満）を交付する奨励金等の場合は

適用しない。 

 

（２）市民から提案する公共サービスを実現するためのもの 

分 類 区 分 交付基準 

①市民自ら企画、提案・実施する公共サービス

を支援するもの 

・団体（事業費）

・個人等 
・２分の１以内 
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Ⅵ 事業管理 

１．補助事業の流れ 

 補助事業の進捗管理は、マネジメント・サイクル（PLAN DO CHECK ACTION）に基

づき、次の手順により行うものとする。 
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附 則 

・この基準は、平成１８年４月１日から施行する。 

・佐倉市補助金等交付基準（平成１５年５月２６日施行）は廃止する。 

・この基準の規定は、この基準の施行の日以後に交付の申請がなされる補助金等につ

いて適用し、同日前に交付の申請があった補助金等については、なお従前の例によ

る。 

附 則 

・この基準は、平成２１年４月１日から施行する。（20 佐財第 526 号） 

附 則 

・この基準は、平成２２年６月１日から施行する。（22 佐財第 156 号） 

附 則 

・この基準は、平成２４年４月１日から施行する。（23 佐財第 612 号） 

 

 


